
令和５年土地基本調査に関する研究会（第１回） 

 
議 事 次 第  

 
日時：別 紙 の と お り 

場所：個 別 オ ン ラ イ ン に て 持 ち 回 り 
 
１ 開  会 

 
 
２ 議  事 

 

（１）令和５年土地基本調査に関する研究会の開催及び進め方について 
 

（２）土地基本調査におけるこれまでの取組及び今後の課題整理 
 

（３）令和５年法人土地・建物基本調査（令和３年予備調査）の方向性について 
 
（４）その他 
 

３ 閉  会 

 
--------------------------------------------------------------------------- 

〈 配付資料 〉 

 議事次第  本紙 
 資料１－１ 令和５年土地基本調査に関する研究会設置要綱 

 資料１－２ 令和５年土地基本調査に関する研究会の進め方について 

 資料２   令和５年土地基本調査の課題 

資料３   法人土地・建物基本調査令和３年予備調査の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



   

別紙 

 

令和５年土地基本調査に関する研究会委員予定者及び日程 

 

 

浅見 泰司 東京大学大学院 工学系研究科 教授 

令和３年３月 11 日(木)15:30～16:30 

 

稲葉 由之 明星大学 経済学部 経済学科 教授    

令和３年３月 11 日(木)13:30～15:00 

 

菅  幹雄 法政大学 経済学部 経済学科 教授    

令和３年３月９日(火)13:30～14:30 

 

隅田 和人 東洋大学 経済学部 国際経済学科 教授  

令和３年３月９日(火)15:00～16:00 

 

廣松  毅 東京大学 名誉教授 
令和３年３月 10 日(水)15:30～16:30 

 
◎宮川 幸三 立正大学 経済学部 教授 
 令和３年３月４日(木)15:30～17:30 
 令和３年３月 18 日(木)15:30～17:30 
 

（五十音順、敬称略、◎は座長） 

 



令和５年土地基本調査に関する研究会の開催について 

 

                                                     令 和 ３ 年 ２ 月 ２ ４ 日 

                           国 土 交 通 省 不 動 産 ・ 建 設 経 済 局 

                           情 報 活 用 推 進 課 

 

１ 目的 

令和５年土地基本調査（法人土地・建物基本調査及び世帯土地統計）において、同調

査の実施に向けた標本設計、調査事項等に係る検討を行い、実施計画の策定に資すると

ともに、今後同調査を実施するに当たって、精度・設計上の課題を解決するため、「令和

５年土地基本調査に関する研究会」（以下「研究会」という）を開催する。 

 

２ 検討事項 

（１）令和５年法人土地・建物基本調査における標本設計、抽出方法、調査事項、調査方

法等及び世帯土地統計に係る調査事項、推定方法等並びに統計委員会等からの指摘事

項 

（２）令和５年法人土地・建物基本調査の実施計画 

（３）（１）のうち中長期的な課題 

 

３ 構成員 

（１）研究会の構成員は、別紙のとおりとする。 

（２）必要に応じ、審議協力者として、不動産・建設経済局情報活用推進課長が指名する

構成員以外の者の参加を求めることができる。 

 

４ 開催頻度 

研究会は、令和５年土地基本調査計画期間（令和２～令和７年度）に年数回程度開催

する。 

 

５ 庶務 

（１）研究会の庶務は、国土交通省不動産・建設経済局情報活用推進課において処理する。 

（２）会議は原則公開とする。会議の配付資料は、会議終了後に、議事概要は事務局が取

りまとめ、速やかにホームページ上で公表する。 

 

 

 

 

資料１－１ 



別紙 

 

 

令和５年土地基本調査に関する研究会の構成員 

 

 

委    員 

浅見 泰司   東京大学大学院工学系研究科教授 

稲葉 由之   明星大学経済学部経済学科教授 

菅  幹雄   法政大学経済学部経済学科教授 

隅田 和人   東洋大学経済学部国際経済学科教授 

廣松  毅   東京大学名誉教授 

宮川 幸三   立正大学経済学部教授 

 

（五十音順、敬称略） 

 

オブザーバー 

総務省統計局  統計調査部 国勢統計課長 

総務省統計局  事業所情報管理課長 

 

国土交通省 

不動産・建設経済局 情報活用推進課長 
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資料１－２ 令和５年土地基本調査に関する研究会の進め方について



令和５年土地基本調査に関する研究会の進め方について（案）

第１回【令和３年３月（本日）】
・研究会の進め方について
・土地基本調査の課題への対応について(令和５年調査に向けた見直し、統計委員会等の指摘事項への対応）
・令和３年予備調査の設計の方向性について

第７回【令和７年10月予定】
・令和５年調査の確報集計結果について
・土地基本調査の見直し（令和５年調査以降に向けた見直し）について

第２回【令和４年２月予定】
・令和３年予備調査の実施状況、調査結果について
・土地基本調査の課題への対応について
(令和５年調査に向けた見直し、統計委員会等の指摘事項への対応）

第４回【令和５年３月予定】
・令和５年調査の統計委員会答申について
・令和５年調査の実施計画について
・土地基本調査の見直し（令和５年調査以降に向けた見直し）について

第６回【令和６年10月予定】
・令和５年調査の速報集計結果について
・土地基本調査の見直し（令和５年調査以降に向けた見直し）について

第５回【令和５年10月予定】
・令和５年調査の実施状況について
・土地基本調査の見直し（令和５年調査以降に向けた見直し）について

第３回【令和４年６月予定】
・令和５年調査の総務省承認申請、統計委員会等の指摘事項の回答について
・土地基本調査の見直し(令和５年調査に向けた見直し)について

予備調査総務省承認申請
（令和３年６～９月）
予備調査実施
（令和３年10～12月）

統計委員会諮問・審議・答申
総務省承認申請

令和５年本調査の実施
（令和５年７～９月）
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令和５年土地基本調査のスケジュール（案）

令和５年土地基本調査の実施期間におけるスケジュール（案）は下記のとおり。

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月
10月
　～

８月 ９月
10月
　～

10月
　～

３月

● ● ● ● ● ●

△ ▲

◆ ◆

● ● ★ ● ●

3月

●

令和６年度令和４年度 令和５年度令和２年度 令和３年度 令和７年度

第３回 第４回 第５回第２回

予備調査実査

諮問 答申

承認

承認

調査

調査告示

調査期日告示

調査規則

公布・施行
調査規則

改正原案

パブコメ

第６回 第７回

速報集計公表 確報集計公表

・R5調査の承認申請

・統計委員会等の指摘事項の回答

・調査見直し

・統計委員会答申

・R5調査の実施計画

・調査見直し

・予備調査結果

・調査見直し

予備調査の実施

・標本抽出

・調査関連資料発送

・データ入力・審査

・督促、疑義照会

・集計・分析 等

調査の準備

次回本調査の

企画･設計

・調査項目

・調査手法

・調査実施体制

・システム開発

・統計表設計

・標本抽出方法

本調査の実施

・調査関係資料の作成・発送

・コールセンターの設置

・調査票の回収

・データ入力・審査（法人）

・督促、疑義照会 等

本調査の準備

・母集団名簿整備

・標本抽出

・調査関連資料の整備

・システム開発

・広報用資料作成 等

調査の実施

取りまとめ

・世帯ﾃﾞｰﾀ入力審査

・結果の集計・製表

・推定手法の検証

・精度の検証

・詳細分析 等

調査結果の公表

速報公表

確
報

公
表

次回予備調査

の企 画設計

承認申請

第１回

予 備 調 査

の企画設計

・進め方

・予備調査概
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

資料２ 令和５年土地基本調査の課題



１.令和5年土地基本調査の課題

課 題 検討スケジュール

①
標
本
設
計

• 母集団情報として、行政記録情報等の活用の可能性を検討
（土地単位でパネルデータ化への対応）（☆）

• 予備調査で検証の
要否を検討

（今回検討会で検討）

• 令和5年における、法人土地・建物基本調査（ストック調査）と
土地保有・動態調査（フロー調査）の同時実施等についての検討

• 令和３年度末までに検討
（今回検討会で検討）

• 世帯が所有する土地（世帯土地統計）の推計方法の改善 • 令和６年度末までに検討

②
調
査
方
法

• 従前の都道府県が担当する実査事務については、これまでの実施経
験の蓄積により国土交通省における一括実施の検討

• 予備調査で検討
（今回検討会で検討）

• オンライン調査の更なる推進
• 予備調査で検証の
可否を検討

（今回検討会で検討）

③
調
査
事
項

• 「今後の保有等予定」の選択肢の設定の検討（☆） • 予備調査で検証
（今回検討会で検討）

• 記入者負担軽減等に資する調査項目の見直し • 予備調査で検証
（今回検討会で検討）

• 法人の属性を踏まえた集計（法人が外資系か否かでの区分など）
の充実の検討（☆） • 令和３年度末までに検討

☆：統計委員会からの指摘事項 1



２.課題➀ 標本設計（行政記録情報の活用）

名称 概要 収録項目 メリット デメリット 可能性

森
林
簿

（
都
道
府
県
）

都道府県が地域森林計画を作
成するにあたり、森林の状況等の
基礎資料として作成

所在地、地目、面積、所有
者名等

従前の都道府県の法定受
託事務の枠組みで収集が
可能であると考えられる

資源台帳であるため、所
有者情報に関する情報の
鮮度、所有の概念違い ○

林
地
台
帳

（
市
町
村
）

市町村が、森林の土地の所有
者や林地の境界に関する情報な
どを整備・公表することを目的に
作成

所在地、地目、面積、所有
者名・住所、経営の委託を
受けた者の名称・住所等

所有者や面積に関する情
報では、森林簿より精度が
高いと考えられる

統計法第30条に基づく協
力の要請のみにとどまる

△

農
地
台
帳

（
農
業
委
員
会
）

農業委員会が、農地の利用関
係の調整などの所掌事務を的確
に行うため作成

所在地、地目、面積、所有
者名、耕作者名、現況地
目、現況面積、共有農地に
おける共有者の情報等

農地に関して、不動産登
記情報、固定資産課税台
帳に代わる唯一の情報。
現況地目、現況面積など
も把握

統計法第30条に基づく協
力の要請のみにとどまる

△

不動産登記情報、固定資産課税台帳については、現状活用できる見込みがないことから、令和５年調査に
おいては、「農地」「林地」など土地に関する行政記録情報について、利活用の可能性を整理。

【統計委員会答申（平成29年12月19日）】
土地単位でのパネルデータの作成について、今回調査の結果も活用し、その技術的課題を明確化した上で、追加的に必要とさ

れる行政記録情報等の収集方法も含めて検討し、次回調査（平成35年（2023年）予定）の企画時期までに、取組の方向性に関
する一定の結論を得ること。
【公的統計基本計画 第Ⅲ期基本計画（平成29年12月19日閣議決定）】

５年ごとに実施する法人土地・建物基本調査とその中間年に実施する土地動態調査について、不動産登記情報の公開の在り方
などの検討動向を注視しつつ、不動産登記情報の活用の可能性や、フローとストックの情報を地域別に把握することも含め、法
人における土地の所有・利用構造を、より的確に把握する調査を効率的に実施する方向で検討を促進する。

我が国の土地所有及び利用状況の全体像を把握するため、土地基本調査の作成方法の充実に向け、関係府省とも連携し、解決
すべき課題を整理・検討する。
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２.課題➀ 標本設計（行政記録情報の活用）

令和5年本調査における、行政記録情報の活用方法について「森林簿」で比較検討。

設計方針案 負担 統計の価値 課題

A 林地については調査せず、森
林簿から集計

• 回答者、実施者負担
軽減（標本スリム化、
調査事項削減）

• 集計精度向上（情報の鮮度、所有の
概念違い、記載面積と実測面積との違
い、名寄せ漏れの補足）

• 森林簿の収集
• 名寄せの精度
• 予備調査での検証

B 従来どおり全所有面積をプレ
プリントして調査 • 回答者負担軽減 • 集計精度向上（記入漏れ回避）

※回答者による修正が難しい可能性
• 森林簿の収集
• 名寄せの精度
• 予備調査での検証

C 標本設計のみに利用
（従来どおり調査）

• 全体として回答者、
実施者負担の軽減

• 標本誤差は小さくなるが、非標本誤差
は審査に使わない限り改善しない
（記入漏れなど）

• 名寄せの精度
• 標本設計の試行

D 標本設計に利用しない
（審査に使用） • 負担軽減はなし • 非標本誤差（記入漏れなど）の改善 • 名寄せの精度

令和５年本調査においては、CまたはDでの活用可能性の検討を行う。

令和３年度には、一般統計である予備調査においては一部の都道府県へ森林簿データの提供を、統計法
第30条に基づき協力要請を行い、収録内容等について確認を行う。

上記をふまえて、令和４年度では法定受託事務の中で全都道府県へデータ提供の依頼を行う。 3



２.課題➀ 標本設計（ストック調査とフロー調査の同時実施について）

実施方針案 メリット デメリット

A 統合して実施
（H30同様）

• 一体として実施することで、片方の無回答の
発生を回避

• 共通項目（法人属性、所有）の記入負担
軽減

• 発送コストの削減（個人は独立して実施）

• 調査単位の違いによる調査対象者の混乱の
可能性（区画と筆の違い）

• 調査対象者の選定が本調査年度となる
（前年の所有権移転登記情報の入手時期）

B 統合せず同封

• 発送コストの削減（個人は独立して実施）
• 調査対象者の選定が従前どおりのスケジュー
ルで可能

• ２種類の調査票が同封されることによる調査
対象者の混乱の可能性

• 調査単位の違いによる調査対象者の混乱の
可能性（区画と筆の違い）

• 調査票を同封するため、２調査の調査対象
者の選定後に名寄せが必要

C 独立して実施
• 記入にあたって両調査の関係についての混乱
は少ない

• 調査対象者の選定が従前どおりのスケジュー
ルで可能

• 両調査の対象となる法人には負担感が大き
い（資本金５億円以上の会社法人）

• 片方の無回答が発生する可能性

D 調査しない
• 分析表及び所有状況のみの調査とすること
で調査対象者の負担軽減

• 調査対象者の選定が従前どおりのスケジュー
ルとなる

• 売買以外による土地の移動状況について、
土地の売買状況についての部分が当該年で
把握できない

平成25、30年調査においては、中間年に実施していた土地動態調査（資本金１億円以上の会社法人及
び相互会社を母集団とする属人調査）については、調査票A票（基本情報、所有状況）と調査票C票
（購入、売却状況）として、法人土地・建物基本調査の一部として実施している。

中間年の調査については、令和元年度より土地保有・動態調査（売買による所有権移転登記情報を母集
団とする属地調査）として、土地保有移動調査と統合して新規で実施している。
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２.課題➀ 標本設計（ストック調査とフロー調査の同時実施について）

法人土地・建物基本調査（基幹統計） 土地保有・動態調査(一般統計）

母
集
団

【母集団名簿】
事業所母集団データベース、土地動態調査から作成
【調査対象者】
標本抽出（資本金１億円以上及び大土地所有法人は全数）
約49万法人
・会社法人：約34万法人
（うち資本金１億円以上の会社法人：約３万法人）

・会社以外の法人：約16万法人
（社会福祉法人、学校法人、医療法人、宗教法人等）

【母集団名簿】
調査実施年の前年１年間に行われた売買による土地の所有
権移転登記、法人土地・建物基本調査から作成。
【調査対象者】
標本抽出（資本金５億円以上の会社法人は全数）
約５万者
・法人： 約３万８千者
（うち資本金５億円以上の会社法人：約８千法人）
・個人： 約１万２千者

調
査
項
目

【調査票Ａ】
①法人の概況
（名称、所在地、組織形態、業種、常用雇用者数等）
②法人における土地・建物の所有状況
（土地・建物の所有の有無、本所・本社・本店の敷地所有
状況）
③法人が所有する土地の状況
（土地ごとの所在地、土地面積等）
④法人が所有する建物の状況
（建物ごとの所在地、延べ床面積等）

【調査票Ｂ】
①特殊な用途の土地（注）に係る土地ごとの所在地、用途、
件数、土地面積

【調査票Ｃ】
①土地の取得及び売却等の有無
②取得及び売却等した土地の状況
（面積、帳簿価格、売買区画数）
③都道府県ごとの取得及び売却等した土地の状況
（都道府県、面積、帳簿価格、売買区画数）

【法人】
①法人について
（名称、所在地、組織形態、業種、常用雇用者数等）
②土地の所有状況について
（土地の所有の有無）
③売買以外による土地の移動状況について
（売買以外による土地の移動の有無）
④土地の売買状況について
（資産区分、土地状況、目的、１年間に購入・売却した土
地の面積、帳簿価格及び売買区画数）

【個人】
①本人について（年齢、職業、収入）
②売買した土地について
（土地を購入した方への設問：購入した目的、土地を購入
した際の住宅）
（土地を売却した方への設問：売却した目的、売却した土
地の取得原因、売却した土地の取得時期）
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２.課題➁ 調査方法（実施体制の見直し）

国土交通省 都道府県 国土交通省 都道府県 国土交通省 都道府県 国土交通省 都道府県 国土交通省 都道府県 国土交通省 都道府県

約３万法人 約70万法人 約３万法人 約46万法人 約３万法人 約46万法人 約34万法人 約15万法人 約34万法人 約15万法人 約34万法人 約15万法人

資本金１億円以上 ○ ○ ○ ○ ○ ○

　〃　　１億円未満 ○ ○ ○ ● ○

全　　    国 ○ ○ ○ ○ ○ ○

都 道 府 県 内 ○ ○ ○ ○ ○ ○

資本金１億円以上 ○ ○ ○ ○ ○ ○

　〃　　１億円未満 ○ ○ ○ ○ ○ ○

全　　    国 ○ ○ ○ ○ ○ ○

都 道 府 県 内 ○ ○ ○ ○ ○ ○

資本金１億円以上 ○ ○ ○ ○ ○ ○

　〃　　１億円未満 ○ ○ ● ○ ○ ○

全　　    国 ○ ○ ● ○ ○ ○

都 道 府 県 内 ○ ○ ● ○ ○ ○

資本金１億円以上 ○ ○ ○ ○ ○ ○

　〃　　１億円未満 ○ ○ ● ○ ○ ○

全　　    国 ○ ○ ● ○ ○ ○

都 道 府 県 内 ○ ○ ● ○ ● ●

資本金１億円以上 ○ ○ ○ ○ ○ ○

　〃　　１億円未満 ○ ○ ○ ● ○ ○

全　　    国 ○ ○ ● ○ ○ ○

都 道 府 県 内 ○ ○ ○ ○ ○ ●

資本金１億円以上 ○ ○ ○ ○ ○ ○

　〃　　１億円未満 ○ ○ ○ ○ ○ ○

全　　    国 ○ ○ ○ 0 ○ ○ ○

都 道 府 県 内 ○ ○ ○ ○ ○ ○

資本金１億円以上 ○ ○ ○ ○ ○ ○

　〃　　１億円未満 ○ ○ ○ ● ○ ○

全　　    国 ○ ○ ● ○ ○ ○

都 道 府 県 内 ○ ○ ○ ○ ● ○

令和５年調査

情報収集

・
名簿整備

会社法人

会社法人
以外の法人

データ
入力

会社法人

会社法人

以外の法人

平成３０年調査

（担当法人数）

調査票配布

会社法人

会社法人
以外の法人

問合せ

対応

会社法人

会社法人
以外の法人

実査業務

審査
（疑義照会）

会社法人

会社法人

以外の法人

督促

会社法人

会社法人

以外の法人

調査票回収

・

目視、アフターコーディ

ング

会社法人

会社法人

以外の法人

法人業種
平成５年調査 平成１０、１５年調査 平成２０年調査 平成２５年調査

【平成30年の地方からの提案等に関する対応方針（平成30年12月25日閣議決定）】
法人土地・建物基本調査に係る都道府県知事が行う事務については、基幹統計調査として求められる統計技術的な合理性

及び妥当性にも留意しつつ、都道府県の負担を軽減する方向で、当該事務の在り方について検討し、2020年度中に結論を得
る。その結果に基づいて必要な措置を講ずる。

実査事務については、これまでの実施経験の蓄積をふまえ、国交省での一括実施の方向で関係省庁と調整。
予備調査においても、国交省での一括実施とする予定。
名簿整備・広報等の事務は引き続き、委託事務として存続する方向で検討を実施。
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２.課題➁ 調査方法（オンライン調査）

課題 考えられる背景 令和5年調査での案 想定される問題点等

オンライン調査
の利用率が低い

① オンライン調査システムに到達
するまでの障壁

② 紙調査票での回答を優先
③ オンライン調査を知らない

（気が付かない）

a. オンライン調査システムへ
誘導する案内票のみを郵送
で配布、回答のなかった客
体に紙調査票を送付

（二段階郵送）

• ２段階郵送の段取り
• 案内票の作り方
• 効果の規模が不明

b. オンライン調査システムと
親和性の高い電子メールで
の案内、もしくは電子調査
票配布

• 電子メールアドレスの把握方法
• 電子メールによる案内の仕方
• 効果の規模が不明（メール到達率等）
• プレプリントした調査票を配布する場合

の誤配等のリスク

督促事務の効率
が低下傾向

① 郵送は督促効果が弱い
② 電話は担当者不在時に効果が弱

いが、実施コストが大きい
③ コストの観点から、回数に制限
④ 担当者の抱え込み

a. 電子メールを活用すること
で、督促連絡コストの低減

• 電子メールアドレスの把握方法
• 効果の規模が不明（メール到達率等）
• クレームへの対応

b. 社長宛や広報窓口宛等、担
当者ではない宛先に送付
（過去に郵送で実施）

• 担当者「以外」へのメールの効果が不明
• クレームへの対応

名簿整備、調査実査におけるオンラインに資する取組状況
「法人土地・建物基本調査」では、平成20 年調査よりオンライン調査を導入しており、これまで記入要領の改善等を行ってき
たが、オンライン回収率は平成30年調査では約8.5％であり、さらなる向上が課題。

法人土地・建物基本調査実査における課題

名簿整備 ・紙調査では担当者の電子メールアドレス情報は把握していないため未整理
・オンライン調査システム利用者へは、問い合わせ用に電子メールアドレスの任意登録を実施

調査票発送 ・全客体に対して郵送で配布したうえで、オンライン調査システム利用は希望者のみで実施
・オンライン調査への案内は、封筒頭への注意書き、記入の仕方などで明示している

督促 ・オンライン調査システムにログインした客体にも、郵送、電話で督促を実施

問合せ対応・疑義照会 ・客体に応じて電子メールで問い合わせ対応、疑義照会を実施 7



【会社法人_アクセスあり】

２.課題➁ 調査方法（オンライン調査）

【公的統計の整備に関する基本的な計画（平成30年３月６日閣議決定） 】
オンライン調査の導入及びオンライン回答率の向上は、報告者の負担軽減・利便性の向上、調査票の回収率・記入率の向上を

通じた正確性確保への寄与、統計調査業務の効率化の実現等に向け、有効な手段と位置づけられている。

オンライン調査システムにアクセスした法人の回答状況
オンライン調査にアクセスした法人においては、回答に繋がる割合は高いが、元のアクセス率は低い。

【会社以外の法人_アクセスあり】

【会社法人_アクセスなし】

【会社以外の法人_アクセスなし】

8



２.課題③ 調査事項・集計事項（保有等予定）

平成30年調査調査の状況

保有等予定 転換予定 備考
案１：
選択肢の順序統一

1年以内に売却
5年以内に売却
5年以上保有

• 変更なし • 集計方法の見直しも検討（別々に調査し
た上で、集計区分を案2の選択肢に類似の
ものに詳細化するなど）

案２：
調査事項の統合
（保有等予定と転換
予定の統合）

1年以内に売却
1年以内に転換して保有
5年以内に売却
5年以内に転換して保有
5年以上先に売却
5年以上先に転換して保有
売却も転換も予定なし

• 選択肢の増ではあるが、調査項目としては
減となり、回答者負担の軽減

• （用途を）転換してから売却する場合の
回答方法について、記入要領等での解説
などに留意

【統計委員会答申（平成29年12月19日）】
本調査の調査事項のうち、土地に係る「今後の保有等予定」については、今回の調査結果及び関連項目である「転換予定」

の調査結果並びにこれらの事項を用いた分析状況を踏まえ、５年で区切る必要性や、売却について検討していない場合の対応等、
選択肢の適切な設定について、次回調査（平成35年（2023年）予定）の企画時期までに検討し、結論を得ること。

〇保有等予定
・・・土地の取得時時の副問として調査

〇転換予定
・・・土地の利用現況の副問として低・未利用の

土地のみ調査
〇集計

・・・調査項目ごとに集計。
転換予定は、保有等予定とクロスし６区分
で集計（1年以内、5年以内、5年以上先、
時期未定、転換予定なし、売却を予定・決定）

予備調査においては、「保有等予定」及び「転換予定」の見直しについて実施方針案を決定し検証。
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2.課題③ 調査事項・集計事項（拡充・削減項目）

記入者負担軽減や社会情勢の動向を踏まえた調査項目の見直し案を整理。

調査項目 現状 見直し案 備考
貸付の有無 • 貸付目的で所有している

部分の有無を調査
• リモートワーク、コワーキ
ングスペースの普及を
把握するため、賃貸方
法を細分化

• 新型コロナウイルス対策を契機とし
た社会構造、土地利用の変化動
向を土地基本調査においても的確
に把握できる

所有する建物について • 工場敷地か否かに分け
た上で、それぞれに所在
地、敷地の権原、延べ床
面積、構造、建築時期、
信託受益権かを調査

• 工場敷地内の建物は敷
地ごとに、それ以外のもの
は建物ごとに記入(200
㎡以上の建物）

• 記入欄を工場敷地か
否かによらず工場敷地
以外の項目に統一

• 建物の調査単位につ
いての検討

• 建物に関する調査を
延べ床面積200㎡で
閾値を設定するかどう
かについて検討

• ページ数が少なくなり、記入負担感
が軽減される

有形固定資産額 • 工場ごとに帳簿価格、減
価償却額、減価償却累
計額を調査

• 削除 • 資産額推計手法による推定により
代替可能
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1

１. 令和３年予備調査の実施概要（案）

1. 令和３年予備調査の目的
令和５年法人土地・建物基本調査の実施に先立ち、調査方法、調査事項必要
な事項について、実地に検証を行う。
令和５年本調査の実施計画は、令和４年末には統計委員会から答申を得る必
要があり、そのためには令和３年度内に予備調査を実施する必要がある。

2. 予備調査における検討課題（案）
調査事項に関し、今後の保有等予定、利用現況等の見直し案を検証
調査方法に関し、都道府県への調査事務委託を廃止するとともに、オンライ
ンによる調査票配布・督促の可能性を検証

3. 予備調査の実施概要（案）

実施時期 令和３年10月～
調査対象 ５県、2,400法人

調査事項 法人所在地、資本金、業種等、土地・建物の所有状況、所有する
土地・建物の面積、取得時期、利用現況 等

調査方法 郵送及びオンライン
実施体制 国土交通省において実施

1



2

２. 課題➀ 調査事項（案）

平成30年本調査 令和3年予備調査

調査票A
第1面

I.法人の概要
名称、所在地、組織形態、業種、常用雇用者数等

II.土地・建物の所有状況
土地・建物の所有の有無、本社敷地の所有状況

I.法人の概要
名称、所在地、組織形態、業種、常用雇用者数等

II.土地・建物の所有状況
土地・建物の所有の有無、本社敷地の所有状況

第2/3面
×2面

III.法人が所有する土地の状況
(1)宅地など ※土地区画ごと

所在地、所有形態、面積、貸付の有無、取得時期・
保有等予定、利用現況・5年前の利用状況・転換予定、
棚卸資産か否か、信託受益権か否か

III.法人が所有する土地の状況
(1)宅地など ※土地区画ごと

所在地、所有形態、面積、貸付の有無、取得時期、
利用現況・5年前の利用状況、売却・転換予定、
棚卸資産か否か、信託受益権か否か

第4面
III.法人が所有する土地の状況
(2)農地・林地（棚卸資産）市区町村、面積
(3)農地・林地（棚卸資産以外）市区町村、面積

III.法人が所有する土地の状況
(2)農地・林地（棚卸資産）市区町村、面積
(3)農地・林地（棚卸資産以外）市区町村、面積

第5面
IV.法人が所有する建物
(1)工場敷地以外にある建物（200㎡未満）

棟数、合計床面積

IV.法人が所有する建物
(1)延べ床面積200㎡未満の建物 ※閾値要精査

棟数、合計床面積

第6/7面
×2面

(2)工場敷地以外にある建物（200㎡以上）※建物ごと
所在地、敷地の権原、延べ床面積、構造・階数、建築
時期・新耐震基準、利用現況、貸付の有無、貸付目的
面積、現在貸付面積、信託受益権か否か

(2)200㎡以上の建物 ※建物ごと（工場は工場ごと）
所在地、敷地の権原、延べ床面積、構造・階数、建築
時期・新耐震基準、利用現況、貸付の有無、貸付目的
面積、現在貸付面積、信託受益権か否か

第8/9面
×１面

(3)工場敷地内にある建物 ※工場ごと
所在地、敷地の権原、延べ床面積、構造、建築時期・
新耐震基準、信託受益権か否か、建物の有形固定資産額

IV. (2)と統合して実施

調査票Ｂ
第1/2面

特殊な用途の土地
都道府県、用途、件数、土地面積

※使用せず（予備調査の検証課題ではないため、特殊な
用途の土地を有する法人は対象外とする）

調査票C 土地の取得及び売却等の状況 ※使用せず（土地保有・動態調査として実施） 2
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２. 課題➁ 調査方法（案）

オンライン調査に関する課題
（イ）２段階郵送による調査票配布の実証

（ロ）電子メールによる調査票配布の実証

（ハ）電子メールによる督促の実証

調査票配布、督促に関する対照実験を実施

標本設計等
組織形態、資本金階級等に層化抽出

グループ1・2を含め電子メールによる連絡が可能と考えられる法人（平成30年調査時など）から標本を抽出

プレプリントは実施しない（電子メールによる情報漏洩のリスク）

共同名義で行う場合の事務手続き等について、都道府県と調整

対象法人数 調査票配布 督促 備考
グループ１ 400 郵送 郵送・電話 従来の調査方法
グループ２ 400 郵送(案内票のみ) 郵送(調査票発送)・電話 二段階調査（郵送）
グループ３ 400 電子メール 郵送(調査票発送)・電話 二段階調査（電子メール）
グループ４ 400 電子メール 郵送・電話 紙調査票は配布しない
グループ５ 400 郵送 電子メール
グループ6 400 電子メール 電子メール
備考 合計2,400

3


